





















外ではない。例えば、総務省によれば、2014 年の衆議院議員選挙において 20 代の投票率は
32.58％（全体 52.66％）と過去最低を更新した（図 1）。参議院議員選挙においても、18 歳選挙




























このような状況の中で　2015 年 6 月に公職選挙法（以下、公選法）が改正され、これまで 20
歳以上であった選挙権年齢が 18 歳以上に引き下げられた。選挙権年齢の引き下げは 25 歳以上か
ら 20 歳以上に引き下げられた 1945 年以来であり、実に 70 年ぶりである。当然のことながら、








1947 年から 1949 年の 3年間に生まれたいわゆる団塊世代の出生数は約 806 万人であり、一学年
の平均は約 270 万人となっている。一方、今回新たに選挙権を付与される 18 ～ 19 歳の新たな有
権者は一学年約 120 万人、たとえ二学年合わせても約 240 万人であり、数の論理では到底及ばな







実際、2016 年の参議院議員選挙結果を見ても、注目された 10 代すなわち 18、19 歳の投票率
こそ 46.78％（全体 54.7％）を記録したものの、これはあくまでメディア露出が多かったことに










































ク *6 は「有権者の年齢資格を 18 歳に引き下げることは、教育目的を熟考し再定義することにも関



























川県立高等学校（2006 年～）、京都府八幡市（2008 年～）などがその好例がある（嶺井 2007、




































齢の引き下げを受け、少なくとも 18 ～ 19 歳の若年層については「未来の」有権者ではなくなっ
ている。つまり、この点についてはまさに「現在の」有権者のための社会参加の機会づくりとし
て再定義される必要性がある。
こうした問題意識を持ちつつ、京都府立大学において 2013 年度から４年間、模擬選挙 *10 を実
施してきた。内容は前半に府の選挙管理委員会（以下、選管）の担当者からの講義、後半に受講
者全員による模擬選挙という組み立てを基本とした。毎年少しずつ工夫を凝らし、たとえば、












模擬投票にあたっては、受講生 110 名に 18 歳選挙権についての賛否も聞いた。結果は 69％（76
名）が賛成、31％（34 名）が反対という結果であった。この数字が多いかどうかについては判
断が分かれるところであるが、たとえば、朝日新聞が 2015 年 3 月に行った世論調査 *11 で賛成




*10　2013 年度は 2年生 60 名、2014 年度は 2年生 54 名、2015 年度は 1年生 110 名 2016 年度は 112 名の
学生が参加。また、2013 ～ 2014 年度は「政治学Ⅰ」の講義内で、2015 年度以降は「市民参加論」の講
義内で実施している。
*11　http://www.asahi.com/articles/DA3S11653758.html　（2015 年 11 月 1 日閲覧）。





















































aクラス bクラス cクラス dクラス
授業への積極性 80.4 80.6 62.3 88.6
レポートへの積極性 89.1 80.6 68.8 92.4
１時間以上の自学自習 26.1 28.6 28.6 30.4
政治・社会への関心の向上 69.6 74.6 39.0 72.2
役立ち度 71.7 82.1 45.5 74.7














本取組みには、京都府立大学の 3年生（当時）1名と 1回生（当時）5名の計 6名と他大学の
*13　団体の詳細は、（特活）グローカル人材開発センターのホームページを参照。http://glocalcenter.jp






当日スタッフとして他大学のダンスサークル約 40 名、エキストラ学生約 10 名の約 60 名の学生





完成したプロモーションビデオは you tube*15 に公開し、その旨を fbで拡散するととともに、
10 日前から投票日のカウントダウンの記事を配信した。その結果、fbの一日の最高閲覧数 5,442
人となり、プロモーションビデオの再生回数は 3,580 回を数えた。しかしながら、投票率だけを


















































































































































いての検討の必要性である。前者で言えば、たとえばオーストリアでは 18 歳から 16 歳にさらに
選挙権年齢を下げている。年齢が引き下げられれば当然シティズンシップ教育のあり方も変容し
































































（2016 年 10 月 3 日受理）
（すぎおか　ひでのり　京都政策研究センター　特任准教授 /公共政策学部　非常勤講師、
福知山公立大学地域経営学部　准教授）
